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資料５－２

「国際電気通信連合世界電気通信標準化総会

への対処について」の概要

1

ITU部会の審議事項

「国際電気通信連合電気通信標準化部門（ITU-T）の活動への対処に
ついて」 （平成5年4月26日付 電気通信技術審議会諮問第2号）

国際電気通信連合電気通信標準化部門（ITU-T）の活動への対処として

（１）世界電気通信標準化総会（WTSA: World Telecommunication Standardization Assembly）に
提出される勧告案に対する評価

（２）ITU-Tの研究課題の望ましい作業計画

について答申する。

• WTSAとは、ITU電気通信標準化部門(ITU-T）の総会であり、4年に1回開催。

• 開催日、場所：2012年11月20日（火）～29日（木）（10日間）、アラブ首長国連邦 ドバイ

• 参加資格：主管庁（193加盟国）及び電気通信標準化部門セクターメンバー（217メンバー）

• 主な議題：

①研究委員会（SG）から提出された勧告案、ITU-Tの組織の手続きや作業方法に関する
勧告案及び決議案の承認

②SGの体制、SG議長・副議長の選出

③次研究会期の研究課題案の承認 等

WTSA-１２概要



・SG3※から1件の改訂勧告案、SG13から1件、SG15から4件の新勧告案を提出。

・ITU-Tの組織・作業に関する勧告案（Aシリーズ勧告）及び決議案についても、電気通信標準化
アドバイザリーグループ（TSAG）での議論に基づき、各地域会合等から提案。

・前回WTSA-08において、13のSGから10のSGに再編。
・アジア太平洋地域、米州、ロシア及び旧ソ連諸国は現状の10のSGを維持し、その上で各研究
課題が適切に付託されるよう提案。

・一方、欧州からはSGの一部統合を欧州共同提案として提案。
１.【SG11及びSG13の統合】

２.【SG9及びSG16の統合】

WTSA-12での主な論点及び対処

Ⅱ．研究委員会（SG）の体制

Ⅰ. 勧告案等の承認

勧告案等に対する対処方針については別紙１及び別紙２のとおり。

前回WTSA-08において大規模なＳＧの再編が行われており、ITU-Tの効果的な標準化活動を維
持するため、今会合では現状の10のSGが維持されるよう対処する。（別紙３）

※ SG3（国際通信料金・会計原則）は情報通信審議会の審議対象外

対処方針

対処方針
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新研究課題５件、継続研究課題１０７件※、既存の研究課題の統合等による改訂研究課題３１件
の合計１４３件を次期研究会期（2013～2016年）の研究課題として提案。

主な研究課題例

・ネットワークのIP化に伴う番号ポータビリティ（ＳＧ２）

・通信システムの過電圧防護／ＩＣＴ利活用による環境負荷低減（ＳＧ５）

・統合型広帯域ケーブル網におけるデジタル映像、音声番組の素材伝達等の推進（ＳＧ９）

・新たな電気通信環境における信号とプロトコルアーキテクチャ（ＳＧ１１）

・ 客観品質評価技術（ＳＧ１２）

・将来網／クラウドコンピューティング（ＳＧ１３）

・ホームネットワーク／光アクセス（ＳＧ１５）

・ＩＰＴＶのためのマルチメディアアプリケーションプラットフォームと終端システム（ＳＧ１６)

・サイバーセキュリティ（ＳＧ１７）

Ⅲ. 次研究会期における研究課題

各SGで研究する次研究会期の研究課題は、いずれも将来のネットワークの高度化に資する重要な課
題であり、基本的に支持する。

特に、将来網に関連する新世代ネットワークの研究課題は、我が国の中長期的に推進すべき標準化の
重点分野であり、これまでも我が国が標準化活動を主導しているものであり、積極的に支持する。

WTSA-12での主な論点及び対処

対処方針

※ SG3（国際通信料金・会計原則）は情報通信審議会の審議対象外
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提案元
SG

勧告番号 勧告対象 概要 備考

13
Y.2770
[新勧告案]

トラフィックの識別制御技術
通信トラフィックのメディア特性（音声電話、メール、動画等）に合わせた伝送制御を可能

とすることでネット混雑の予防や緩和等を目的として、通信の宛先に加えて上位層のプロト
コルの情報についても識別し、それに基づいて制御処理を行う技術を規定したもの。

別添１

15
G.8113.1
[新勧告案]

高速・大容量データ転送プロトコル
の保守運用機能

既存専用線網の技術を利用した高速・大容量通信を行うため、高速・大容量データ転送
プロトコルとして、既存の回線交換網に必要な保守運用機能等を記述した新たなプロトコル
を規定したもの。

別添２

15
G.8113.2
(Y.1372.2)
[新勧告案]

高速・大容量データ転送プロトコル
の保守運用機能

既存IP網の技術との互換性を保ちながら高速・大容量通信を行うため、高速・大容量
データ転送プロトコルとして、上記G.8113.1とほぼ同等な保守運用機能等を規定したもの。

15
G.9980
[新勧告案]

ホームネットワーク端末遠隔管理技
術

スマートグリッド等の各種サービスの事業化促進等を目的に、ホームネットワークに接続
された宅内装置をブロードバンド回線経由で遠隔制御する技術として、ユーザー管理、品
質管理、障害診断、ソフトウェア・ファームウェア管理等の機能を規定したもの。

別添３

15
G.9901
[新勧告案]

スマートグリッド用電力線通信技術
の技術的条件

スマートグリッドの普及を図るために、PLC(Power Line Communications：電力線を利用し
た通信)技術の関連標準を方式毎に体系的に整理、見直したもの。PLC全般に共通する技

術的条件、方式毎に異なる技術的条件（電力特性等）をそれぞれ別個の標準として規定し、
複数の方式が共存しても利用可能な環境を整備する。

別添４

対処方針

別 紙 １勧告案の承認

WTSA-12において審議される勧告案は、将来のネットワークの高度化に資するものであり、いずれ
も我が国にとって有用性があると認められることから、基本的に支持する。
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Y.2770(12)_FI.1

PC STB Phone

User A

PC STB Phone

User B

Web server Web TV
Soft switch / P-CSCF

IP network

DPI
Service operations

(example: differentiated
services)

XDSL XDSL

Control list: User A

Total bandwidth: 2M
Custom service:

VOIP

Mail/web

PPlive

P2P (<256M)

概要例（Y.2770文書より）

Y.2770（トラフィックの識別制御技術）の概要
別添１

サービス運用
（例：差別化サービス）

電話 電話

ソフトスイッチ

ネットワーク

サーバ

制御リスト：UserA

総帯域：2Mbps
個別サービス

メディア種別
チェック

パケット
処理

【パケット処理】

経路選択、
フィルタリング、
優先度判断、
記録など

動作イメージ

ヘッダペイロード

ペイロードの一部の情報でメディア種別等の情報
を把握する機能を提供。

通常のルータでは
ヘッダ部（宛先）の
みチェックする。

サービス・アプリケーション識別による優先制御・帯域制御・
フィルタリング等が可能になる。

• 通信トラフィックのメディア特性（音声電話、メール、動画等）に合わせた伝送制御を可能とすることでネット混
雑の予防や緩和等を目的として、通信の宛先に加えて上位層のプロトコルの情報についても識別し、それに
基づいて制御処理を行う技術を規定した勧告案
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G.8113.1及びG.8113.2(高速・大容量データ転送プロトコルの保守運用機能)の概要

アーキテクチャ

インタフェース

OAM
リニアプロテクション

リングプロテクション

G.8112

G.8113.1 G.8113.2

G.8121装置機能ブロック(共通)

装置管理(一般)

管理情報

G.8132

G.8151

G.8152

既存網由来
（高機能重視）

IETF由来
（互換性重視）

用語 G.8101

G.7712データ通信ネットワーク

勧告が二種類並立

勧告化済み

勧告化手続中

装置機能ブロック
(プロトコル依存) G.8121.1 G.8121.2

IETF Draftで
二種類並立

WTSAで
勧告化予定

G.8151.1 G.8151.2
装置管理
(プロトコル依存)

G.8110.1

G.8131.1 G.8131.2

MPLS-TP勧告の状況

別添２
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パケット網 サービス
資源網

専用線
網

衛星/
無線網

MPLS-TPネットワーク

•高速・大容量データ転送プロトコル(MPLS-TP※1)として、高機能を求める既存専用線網相当の用途、及び既存MPLS※2網との

高い互換性を求める用途への適用に際して、必要な保守運用機能を規定した勧告案。

•従来のMPLS※2の複雑な処理を簡素化する一方で、伝送網に必要な部分(OAM※3や高速プロテクション等)を追加した

新たなパケット転送技術として、ITU-TとIETF※4が協同で標準化を推進。

•以下のような、MPLS-TPネットワークのための保守運用機能を提供。
–サービス診断，損失測定，遅延測定

–通信状態確認

–故障検出警報等の転送

–現用系から予備系への系切替

※1 MPLS-TP(Multi-Protocol Label Switching - Transport Profile)：高速大容量のデータ転送用プロトコル
※2 MPLS(Multi-Protocol Label Switching)：パケット転送技術
※3 OAM(Operation Administration and Maintenance)：ネットワークの保守運用機能
※4 IETF(Internet Engineering Task Force)：インターネット関連技術の技術仕様の検討を行う民間フォーラム

高速・大容量な通信基盤に様々な用途の
ネットワークを集約して収容

G.9980(ホームネットワーク端末遠隔管理技術)の概要 別添３
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通信ネットワーク

宅内装置

遠隔制御

ポリシー制御※

サポート

アクセス制御サーバ

アクセス制御サーバーからの
宅内装置の遠隔管理機能

・自動設定

・ソフトウェア/ファームウェア管理

・モニタリング/診断（接続確認） 等

• スマートグリッド等の各種サービスの事業化促進等を目的に、ホームネットワークに接続された宅内装置
をブロードバンド回線経由で遠隔制御する技術として、ユーザー管理、品質管理、障害診断、ソフトウェ
ア・ファームウェア管理等の機能を規定した勧告案

電力網

通信事業者

［効果］

• 利用者からクレームがあっ
た場合の状況把握が可能

• 利用者宅内ルータの
ファームウェアの一斉更新

等

※ポリシー制御：ネットワークの状況あるいは加入者情報等に
基づいて、帯域制御・優先制御・パケットの転送
可否等の設定を行うための機能。

G.9980



G.9955 狭帯域OFDM PLC送受信機
の物理層特性

本文 物理層（周波数・PSD関連規定を含む）

Annex A
G3-PLC DLL

Annex B
PRIME-PLC DLL

G.9901 周波数・PSD関連規定

G.9902 
G.hnem 物理層／DLL

G.9903
G3-PLC 物理層／DLL

G.9904
PRIME-PLC 物理層／DLL

見直し後の勧告体系

G.9901（スマートグリッド用電力線通信技術の技術的条件）の概要

2012年9月 勧告化合意済

G.9956 狭帯域OFDM PLC送受信機の
データリンク層特性

本文 データリンク層

DLL:データリンク層（Data Link Layer）

別添４
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電力線

狭帯域ＰＬＣの利用イメージ

PLCモデム

電力線ネットワーク

再編

現在の勧告体系

• スマートグリッドの普及を図るために、PLC(Power Line Communications：電力線を利用した通信)技術の関連標準を方式
毎に体系的に整理、見直した勧告案。PLC全般に共通する技術的条件、方式毎に異なる技術的条件（電力特性等）をそれ
ぞれ別個の標準として規定し、複数の方式が共存しても利用可能な環境を整備する。

OFDM: Orthogonal Frequency Division Multiplexing
(直交波周波数分割多重方式：無線LAN等で使われる周波数利用効率を高めた変調方式)

PSD:電力スペクトル密度
（Power Spectral Density、周波数帯域毎の電力分布）

Annex B
PRIME-PLC 物理層

Annex A, D
G3-PLC 物理層

 500kHz以下の周波

数で、狭帯域
OFDM電力線通信

を利用するための
技術仕様。

 新型測定インフラや
スマートグリッドへ
の適用が想定され
る。

物理層に関する標準
とデータリンク層に関
する標準のそれぞれ
の中に異なる方式に
ついての規定が複雑
に混在。1つの方式に

ついて変更が加わる
場合、複数の勧告の
関連規定について、
煩雑な修正が必要。

PLC全般に共通する技

術的条件、方式毎に異
なる技術的条件をそれ
ぞれ別個の標準として
規定。複数の方式が共
存可能となるような標準
化作業が容易。製品化・
実用化にあたって、該当
する方式の関連規定の
参照が容易。

※1 G3-PLC：「G3-PLC Alliance」が推進する電力線通信方式
※2 PRIME(PoweRline Intelligent Metering Evolution)-PLC：「PRIME Alliance」が推進する電力線通信方式

• 作業方法に関する勧告・決議案は、ITUの標準化活動の推進に資するものであるため、我が国及び地域の
次期研究会期の活動に支障が生じることのないよう留意しつつ、基本的に支持する。

• 新検討グループ設置に係る新決議案は、ITU-Tの検討体制に対する各地域の意見の違いを調整する仕組
みであり、承認されるよう、関係各国と協力して対処する。

対処方針

別 紙 ２
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Aシリーズ勧告案及び決議案の承認

文書 勧告・決議名 主な改訂内容等 種別

勧
告
案

A.1 ITU-Tの作業方法 ラポータ会合開催の通知方法等を追加 改訂

A.7 フォーカスグループ（FG）の作業方法及び手続き FG活動にITU予算を利用可能にする改訂 改訂

決
議
案

1 ITU-Tの手続規則 研究課題案の提出期限を寄与文書の期限と同様とする改訂 改訂

18 ITU-RとITU-Tの調整
ITU-TとITU-Rによる合同ラポータグループの設立等に関する規
定の追加

改訂

35 議長・副議長の任命と任期
副議長二期目の任命条件として、「50%以上の会合欠席の場合、
二期目は任命しない」等、副議長に関する規定の改定

改訂

新 SDN(Software Defined Network)の検討加速 SDNの検討を促進させる旨の新決議案 新規

新 新検討グループの設置
WTSA-16に向けたITU-Tの検討体制を議論する新グループの
設置に係る新決議

新規

・TSAG会合での議論を踏まえつつ、各地域会合等からWTSA-12に提案が提出される予定。
・WTSA-12で審議が予定されている主な勧告・決議案は以下のとおり。



現SG体制（2009-2012年) <10SG+TSAG>

ＳＧ ２ （サービス提供の運用側面及び電気通信管理)

ＳＧ ３ (電気通信の経済的及び政策的事項を含む料金と会計原則)

ＳＧ ５ (環境と気候変動)

ＳＧ ９ (映像・音声伝送及び統合型広帯域ケーブル網) 

ＳＧ 11 (信号要求、プロトコル及び試験仕様)

ＳＧ 12 (性能、サービス品質(QoS)及びユーザー体感品質(QoE))

ＳＧ 13 (移動及びNGNを含む将来網)

ＳＧ 15 (光伝送網及びアクセス網基盤)

ＳＧ 16 (マルチメディア符号化、システム及びアプリケーション)

ＳＧ 17 (セキュリティ)

TSAG (電気通信アドバイザリグループ)

次研究会期の研究体制について 別 紙 ３

前回WTSA-08において大規模なＳＧ再編
が行われたため、今会合では現状の10の
SGが維持されるよう対処する。
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対処方針


